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 第一節 株式資本をめぐる歴史と原理 
 
1 重商主義段階・自由主義段階における株式会社の存在と原理論 
 ① 重商主義段階・自由主義段階と株式会社 
 そもそも、株式会社は 1602 年のオランダ連合東インド会社にはじまることは周知の事実であ
る（なお、資本結合には合名会社、合資会社、株式会社などの企業形態があるが、おおむね合名会社、合



































































 ②  市場経済の自己組織化の原理として株式会社が規定できるという考え方 






































あると考えられる*1。この問題提起については、次の第 1 節第 2 項において検討することとし
                                                                 
*1 他方で櫻井［2009 年］は、重商主義段階における農業資本主義の主導性に着目して、宇野の重商主義段
階論ひいては三段階論の方法全般に再検討の問題提起をしているが、ここでの問題提起もそれと連動した




 ①  資本形式論と歴史＝論理説 



























                                                                                                                                                                       
ものとみてよいであろう。 





































































                                                                 









－ 10 － 



































































この点に関しては、新田［1998 年］37-41 頁、参照。 
































                                                                 
*7 新田［2010 年］参照。 































































るということを意味するものでしかない。」（櫻井［2015 年］、注 4） 
 
 櫻井［2015 年］におけるこのような認識は、あくまでも歴史的な限界を示すものではなく、





 第二節  資本結合の原理的展開 
 
1 証券市場と原理的規定 





















                                                                 











































































































































                                                                 
*10 中村［2012 年］39 頁、参照。中村［2012 年］は、原理論においては資本結合も株式市場も説けないが
債券市場は説けるという立場である。 























































大谷禎之介［2005 年］28 頁より 





















 いま、馬場［2008 年］、中川［2013 年］によって図式化してみると、「企業家」概念は 18 世
紀初頭のカンティヨンにみられ、18 世紀中葉のテュルゴーには資本、資本家、企業家の概念が
出揃っていた。18 世紀後半のアダム・スミスはテュルゴーから資本と企業家の概念を継承して
                                                                 
*11 大谷禎之介による草稿研究の要約紹介については、榎原均［2014 年］第 8 章とりわけ 186 頁も参照。











－ 23 － 
いるが、資本家の概念は使われていないという*12。 











沢希少の程度や投下先の安全度等々で決まる。」（Say, J. B. [1803] Traite d'economie politique, Tome II, 
pp.221. 引用は馬場宏二［2005 年］27-28 頁による。） 
 「英語は、産業企業家 entrepreneur d'industrie に該当する語を持たない。おそらくそれが、産
業の運営の中で、資本に帰せらるべきサーヴィスと、その力量能力によって資本を充用するサー
ヴィスとを区別することを妨げているのである。」（Say, J. B. [1803], 6e ed., p.79. 引用は馬場宏二










                                                                 
*12 馬場［2005 年］は、それまでの通説にしたがってスミス『国富論』においては、企業家 undertaker は
一箇所、それも「葬儀屋」の意味で出てくるにすぎないとしていたが（馬場［2005 年］29 頁）、馬場［2008
年］においてはそれが誤謬であったとし、企業家 undertaker は『国富論』の各所にわたって頻出するのに
対して、資本家 capitalist がまったく使われていない事実を指摘している（馬場［2008 年］245 頁）。 
*13 マルサス、J.S.ミルについては、本稿第 3 節第 1 項も参照のこと。 
*14「［256 頁］［『経済学および課税の原理』の］第四章に『貨幣資産家階級』や『銀行業者』が出てくるか
ら、利子生活をする無機能資本家が弁別されていたことは判る。」（馬場［2008 年） 
















































































































































































































































                                                                 


























 ③ 分化・発生ないし発生・進化の限度の問題 
 ところで、山口説のように原理論の展開において調整過程をブラック・ボックスに入れると
いう方法を認めるならば、 
  流通費用＞組織費用 
となるかぎりは、組織が選択されるというロナルド・コースの提起した論理によって、商品経
済的利益の追求の基礎をなす費用節約の行動原則から企業組織・産業組織、クラブ・組合、公






































                                                                 
*20 新田［1994 年 a］、新田［1994 年 b］参照。 
*21 新田［2015 年］参照。 











































































































































地から生じる収入［地代］で生活する途を選択するであろう。」（Turgot [1766] Reflexions sur la 































 実際、テュルゴーの影響を強く受けたと考証されるスミスは、『国富論』第 2 編第 4 章「利子
付きで貸し付けられる資財について Of Stock Lent at Interest」において、「利子付きで貸し付け
－ 38 － 
られる資本 A capital lent at interest」（第 2 編第 4 章第 6 パラグラフ）という表現を明確に用いるよ
うになっている。 
 しかし、筆者の学説史に関する無知・無関心による制約のため、この点に関してこれ以上の




 「［178 頁］資本の利潤 profit of stock 
 三二、富の生産および分配において、資財が資本として使用される場合、その利潤は、前払
いされた資本の価値と、売却もしくは使用されるさいの商品の価値との差額からなる。」 
 「［179 頁］貨幣の利子 
 三四、貨幣で見つもられた資本の純利潤であって、資本使用の危険および煩労と分離された
もの。 
 勤労、熟練および企業 enterprise の利潤 
 三五、資本の総利潤のうち、純利潤すなわち貨幣の利子をさしひいたあとにのこる部分であっ
て、独占とは無関係なもの。」（Malthus, T. R. [1827]） 
 







子・保険料および監督料の三となすことができる。」（Mill, J. S. [1848]） 
 





ことばをフランスでは、経済学者は『企業（家の）利潤』les profits de l'entrepreneur と呼びなら




 なお同趣旨のことは、J. S. ミルに 12 年先んじてラムジ 『ー富の分配に関する一論』（G. Ramsay [1836] An 
Essay on the disribution of Wealth）が指摘しているとの由である。マルクスによると、「利子は、ラムジーが
名づけて言う純利潤である」［『資本論』第三巻第 5 篇第 23 章、原著頁数 S.392.］、「ラムジーの場合には、
純利潤はつねに利子を意味する。」［同前、S.393.］とのことである。また、伊藤［1973 年］145 頁（注 24）
も参照。 

























位一体範式」の解剖」、一橋大学『経済研究』38-1, 1987, 78-79 頁、による）。 




































                                                                 




































































































                                                                 
*24 宇野の「それ自身に利子を生むものとしての資本」概念への批判的検討としては山口［1970 年］、参照。 


















































－ 45 － 
 そうであるならば、資本投資の粗利潤率と資金貸付の粗利子率の間では、大小関係はいちが
いにはいえないこととなる。原理的にいえることは、ミクロ的・個別的な資本家にとって 
   粗利潤率＞粗利子率 
という予想となれば、投資家は機能資本に投資して増殖を図るほうが有利となり、逆に、 




























































   純利潤率＞純利子率 
ならば投資誘因となり、 
   純利潤率＜純利子率 
ならば逆となるので、投資量が収穫逓減的であるような条件下であれば、当該の個人資本家に
とっては、 
－ 47 － 





   粗利潤率＝粗利子率 
については個別資本家の表象の内部においてのみ個別的、社会的な均等化が論理的にはいえる
わけであり、また、 


























－ 48 － 
は看て取られねばならないと考えられる*29。 
 



























（『資本論』第 3 巻第 1 篇第 1 章、S.46）、さらに今までみてきたように「資本－（粗）利潤」が「資
本－利子（＝純利潤）」に見誤られることが第二次的な資本物神崇拝の完成形態であるとされる。 
                                                                 
*29 新田［1995 年］93-95 頁、参照。 
－ 49 － 
 だが、そもそも、マルクスのいう剰余価値Ｍとは、 




























                                                                 
*30 マルクスは、企業者利得のうち監督賃金に相当する部分をも剰余労働からの分配部分としてしまった
（.K. III., S.397, 402, ff.）。しかし、そうではなく貨幣財産、土地、生産設備のみならず複雑労働、監督労働
などにも生ずるレント的な部分（利子、地代、準地代、複雑労働賃金、賞与など）が、労働者の労働時間
と企業経営者の監督労働時間の双方の剰余部分からの分配なのである。 
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